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2010年経済・財政報告のポイント 

 
 田中  修 

 
はじめに 

 3 月 5 日、張平国家発展・改革委主任と謝旭人財政部部長から全人代に対し、それぞれ
「2010年度国民経済・社会発展計画」（以下「経済報告」）と「2010年度中央・地方予算」
（以下「財政報告」）が書面で報告された。そのポイントは以下のとおりである。なお、政

府活動報告で論じられたものについては、説明を省略する。 
 
Ⅰ．経済報告 
経済目標は以下のとおりである。             （失業率以外は前年比） 

              ２０１０年度目標       ２００９年度実績見込み 
 経済成長率         ８％前後           ８．７％ 
 エネルギーGDP単位消費  設定せず           －２．２％ 
 全社会固定資産投資     ２０％           ３０．１％ 
 社会消費財小売総額     １５％           １５．５％ 
 消費者物価上昇率      ３％前後           ０．７％ 
 対外貿易輸出入総額     ８％前後         －１３．９％ 
 国家財政赤字      １兆５００億元        ９５００億元 
 Ｍ２伸び率        １７％前後          ２７．７％ 
 人民元新規貸出増     ７．５兆元前後     ９兆５９４０億元 
 都市住民可処分所得     設定せず         実質９．８％ 
 農村住民純収入       実質６％以上       実質８．５％     
 都市部登録失業率     ４．６％以内          ４．３％ 
 都市新規就業増       ９００万人以上      １１０２万人 
 人口自然増加率      ０．７％以内        ０．５０５％ 
 二酸化硫黄排出総量    設定せず           －４．６％ 
 化学的酸素要求量     設定せず           －３．３％ 
 
 なお、2009年の GDPは 33兆 5353億元である。 
 2010年は都市住民可処分所得の目標が設定されなくなった。省エネと環境目標は個別年
度の目標は設定されていないが、2010年は第 11次 5ヵ年計画の最終年度であるため、2005
年末比でGDP単位当り20％の省エネと10％の主要汚染物質排出削減の達成が必要である。 
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Ⅱ．財政報告 
 

１.２０１０年度予算の全体像 

                    （単位：億元、％） 
                 ２０１０年度予算（対前年伸び率） ２００９年度 
中央総収入               ３８１６０        ３６４０１ 
 中央財政収入             ３８０６０（６）     ３５８９６ 
 中央予算安定調節基金からの収入      １００          ５０５ 
中央総支出               ４６６６０（６．３）   ４３９０１ 
 中央財政支出             ４６６６０（６．３）   ４３９０１ 
  中央レベルの支出          １６０４９（５）     １５２７９ 
  地方への税返還及び移転支出     ３０６１１（７）     ２８６２１ 
   うち税収返還            ５００４（１．３）    ４９４２ 
     一般性移転支出        １２２９５（８．６）   １１３１９ 
     特定移転支出         １３３１０（７．７）   １２３５９ 
中央予算安定調節基金への繰入       ―            ― 
中央財政赤字（国債収入）         ８５００         ７５００ 
国債債務残高              ７１２０８        ６０２３７ 
 
地方財政収入              ６６４８１（８．６）   ６１２０２ 
 地方レベルの収入           ３５８７０（１０．１）  ３２５８０ 
 中央税収からの返還金・移転支出    ３０６１１（７）     ２８６２１ 
地方財政支出              ６８４８１（１３）    ６０５９３ 
地方財政の翌年度繰延支出          ―           ２６０８ 
差額（地方債収入）            ２０００         ２０００ 
 
全国財政収入              ７３９３０（８）     ６８４７６ 
中央予算安定調節資金からの繰入       １００          ５０５ 
全国財政支出              ８４５３０（１１．４）  ７５８７３ 
地方財政の翌年度繰延支出          ―           ２６０８ 
全国歳入                ７４０３０        ６８９８１ 
全国歳出                ８４５３０（１１．４）  ７７４８１ 
 差額                 １０５００         ９５００ 
 
（注）2009年度の地方から中央への上納は 939億元、2010年度は 990億元である。 
 千万元以下は切り捨て。 
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２．２００９年度全国財政収入状況 

単位：億元 

 
 

 

項  目 ２００９年度執行

見込 
対前年度決算伸び率

（％） 
１．税収 

  国内増値税 
  国内消費税 
  輸入貨物増値税・消費税 
  輸出貨物増値税・消費税還付 
  営業税 
  企業所得税 
  個人所得税 
資源税 
都市維持建設税 
不動産税 

  印紙税 
   うち 証券取引印紙税 
都市土地使用税 
土地増値税 
車船税 
船舶屯税 
車両購入税 

  関税 
耕地占用税 
契約税 
たばこ税 

  その他税収入 
２．税外収入 

  特定項目収入 
  行政事業性手数料収入 
  罰金収入 
  その他収入 

５９５１４．７０

１８４８１．２４

４７５９．１２

７７２９．１５

－６４８６．５６

９０１３．６４

１１５３４．４５

３９４９．２７

３３８．２４

１５４３．６４

８０３．６４

８９７．８３

５１０．４７

９２０．９７

７１９．４３

１８６．５１

２３．７９

１１６３．１７

１４８３．５７

６３２．９９

１７３４．９９

８０．８１

４．８１

８９６２．１８

１６２６．６２

２３０３．２４

９７２．７２

４０５９．６０

９．８ 

２．７ 
８５．３ 
４．６ 
１０．６ 
１８．２ 
３．２ 
６．１ 
１２．１ 
１４．８ 
１８．１ 
－３１．５ 
－４７．９ 
１２．７ 
３３．９ 
２９．３ 
１８．２ 
１７．５ 

―１６．２ 
１０１．３ 
３２．７ 
１９．８ 
３０．７ 
２６．１ 

４．７ 
７．９ 
８．３ 
６１．１ 

全国財政収入 ６８４７６．８８ １１．７ 
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３．２０１０年度の全国・中央財政支出状況 

（億元、％） 

２０１０年度予算 ２００９年度執行見

込み 
伸び率 項 目 

全国 中央財政 全国 中央財政 全国 中央 
一般公共サービス 
外交 
国防 
公共安全 
教育 
科学技術 
文化・ｽﾎﾟｰﾂ･ﾒﾃﾞｨｱ 
社会保障・就業 
医療・衛生 
環境保護 
都市・農村ｺﾐｭﾆﾃｨ 
農林水産業 
交通・運輸 
採掘・電力・情報等 
商業サービス 
金融 
地震災害復興 
国土気象 
社会保障的住宅 
穀物・食用油・物資備

蓄管理等 
予備費 
国債利払 
その他支出 
地方への税収返還 
地方への一般性移転

支出 

8577.22
282.76

5321.15
5140.07

11856.75
3039.52
1456.96
8346.29
4439.31
2164.62
5250.98
7525.95
5356.03
3006.11
1027.92

537.74
1193.03
1029.82
1890.58
1633.71

1040.00
1728.79
2648.69

1014.95
281.39

5190.82
1390.69
2159.90
1632.85

314.49
3582.25
1389.18
1412.88

227.58
3778.94
2119.19
696.12
852.58
429.54
780.01
336.25
992.58

1078.41

400.00
1535.16

614.74
5004.36
9445.14

8186.47
250.97

4949.99
4720.66

10370.40
2709.82
1341.89
7560.96
3902.43
1864.82
4813.40
6631.58
4583.40
2850.88

815.97
910.07

1170.85
971.75
708.52

1450.01

1492.98
2550.43

1082.25 
249.76 

4829.85 
1287.45 
1981.39 
1512.02 

320.73 
3296.66 
1277.14 
1151.80 

95.64 
3511.24 
2178.71 

851.27 
618.03 
778.04 
969.99 
244.38 
979.32 

1128.59 
 
 

1320.70 
441.17 

4942.27 
8852.74 

4.8 
12.7 
7.5 
8.9 

14.3 
12.2 
8.6 

10.4 
13.8 
16.1 
9.1 

13.5 
16.9 
5.4 

26.0 
－37.0 

1.9 
6.0 
6.6 

12.7 
 
 

15.8 
3.9 

－6.2
12.7
7.5
8.0
9.0
8.0

－1.9
8.7
8.8

22.7
138.0

7.6
－2.7
－18.2

38.0
－44.8
－19.6

37.6
1.4

－4.4

16.2
39.3
1.3
6.7

合 計 84530.00 46660.00 75873.64 43901.14 11.4 6.3
地方財政翌年度支出 2608.24   
（注）2010年度の政府支出項目が変更されたため、2009年度執行見込みは、これに合わせ
て調整されている。 
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４．２０１０年度予算の重点・主要政策 

 上記の表で金額が明らかなものは、記載を省略する。 
4.1 ５方面で積極的財政政策を実施する 

（１）都市・農村住民の収入を引き上げ、個人消費需要を拡大する 
 国民所得の分配構造の調整を促進し、財政補助の規模を増やし、個人とりわけ中低所得

者の消費能力を高め、消費を誘導する財政・租税政策を整備し、経済成長に対する消費の

牽引効果を拡大する。 
（２）政府公共投資をうまく手配・使用し、投資構造の最適化に注力する 
 社会保障的性格をもつ住宅、農村インフラ、教育・医療・衛生等の社会事業、省エネ・

環境保護・生態建設、自主的なイノベーション・構造調整等の分野、未発達地域を重点的

に支援する。資金手配は、主として建設中・最終段階のプロジェクトに用い、プロジェク

トを中途半端で中止することを避け、プロジェクト新規着工を厳格に抑制し、重複建設を

防止する。 
（３）構造的減税政策を実施し、企業投資・個人消費を誘導する 
 増値税の転換・石油製品の税費用改革の成果を強固にする。一部の小型薄利企業に対し、

所得税の優遇政策を実施する。1.6ℓ以下の排気量の乗用車に対し、暫定的に 7.5％の軽減
税率の車両購入税を課す。 
（４）財政支出構造を最適化し、民生を保障・改善する 
社会主義新農村建設、社会事業発展の脆弱部分、困難を抱える地域・末端・大衆に傾斜

する。「三農」、科学技術、教育、医療・衛生、社会保障、社会保障的性格の住宅、省エネ・

環境保護等の方面の支出を増やす。公用経費等一般的支出を大いに圧縮し、行政コストを

引き下げる。 
（５）地域の協調的発展・経済構造の支援に力を入れ、経済発展方式の転換を推進する 
 地方に対する中央の移転支出を増やす。科学技術イノベーションへの支援を増やす。中

小企業とりわけ小企業の発展特別資金を増やす。省エネ・汚染物質排出削減、落伍した生

産能力の淘汰を大いに推進し、戦略的新興産業の発展を支援する。 
 
 4.2 ２０１０年度の予算収支・財政赤字 

 中央財政赤字を 8500億元（1000億元増）、全国財政赤字を 1兆 500億元とする。これに
より、中央財政国債残高限度額は 7兆 1208.35億元となる。財政赤字の GDP比は 2.8％と
見込まれる。 
 2009年末の中央予算安定調節基金残高は 119億元であったが、2010年度予算に 100億
元繰り入れるため、残高は 19億元となる。 
 
 4.3 民生・「三農」・公共投資支出 

①人民大衆の生活に直接に関わる教育・医療・衛生・社会保障・就業・社会保障的性格の
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住宅、文化等の民生への中央財政支出 8077.82億元（前年度比 651.34億元、8.8％増） 
②「三農」方面への中央財政支出 8183.4億元（同 930.3億元、12.8％増） 
 内訳は、農業生産 3163.8 億元、農民への補助 1334.9 億元、農村教育・衛生等社会事業
3108.5億元、農産品備蓄費用・利息等 576.2億元、である。 
 なお、中央から地方への税収返還・一般性移転支出の大部分も、民生・「三農」支出に用

いられる。 
③公共財政予算資金、及び政府性基金収入・国有資本経営収益のうち公共投資に用いる部

分を合計すると、2010年度の中央政府公共投資は 9927億元（前年度予算比 5722億元増）
となる。これに、2008年度第 4四半期新規増の 1040億元、2009年度新規増の 5038億
元を加えると、中央政府新規公共投資増 1.18兆元の計画は実現できる。 

 
２０１０年度中央政府公共投資の内訳 

（億元）（ ）は 2009年実績見込み 
項  目 金  額 

農業インフラ及び農村民生プロジェクト 

 うち 水利プロジェクト 
    農村飲料水、電力網、メタンガス等 
    小型農地水利建設 

２５３６（２５６７）

３２１

１３５３

８６２

社会保障的性格をもつ住宅建設（農村危険住宅改造を含む） ６３２（５５１）

省エネ・汚染物質排出削減・生態建設 

 うち 10大重点省エネ・プロジェクト、循環経済発展等 
    都市汚水、ゴミ処理施設、下水 
    重点流域の水質汚染対策 

９８０（７７７）

６１３

２５５

１１２

教育・衛生等社会事業建設 ９８１（９６５）

地震災害復興 ９７４（１３０５）

自主的なイノベーション、技術改造及びサービス業 

 うち 重大科学技術特定プロジェクト投資（設備購入） 
    企業の自主的なイノベーション・ハイテク産業化支援 

７４２（６８１）

４１９

３２３

鉄道、公道、飛行場、港湾等インフラ建設 

 うち 鉄道 

    公道 

    飛行場 

    港湾 

２５９７（２１５１）

６８２

１３１１

２４５

１０５

その他社会事業等投資プロジェクト ４８５（２４６）

合  計 ９９２７（９２４３）
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 4.4 中央から地方への税収返還・移転支出 

 

２０１０年度の配分状況 

                         （億元） 

項 目 ２０１０年度

予算 
２００９年度執行

見込み 
伸び率 

Ⅰ．中央から地方への移転支出 

（１）一般性移転支出 
１．均衡性移転支出 
２．民族地域移転支出 
３．県級基本財政力保障奨励・補助資金

４．給与調整移転支出 
５．農村税費用改革移転支出 
６．資源枯渇都市財政力移転支出 
７．工商部門 2費用徴収停止移転支出 
８． 石油製品税費用改革移転支出 
９．定額補助（旧体制補助） 
10．企事業単位移転補助 
11．決算財政力補助 
12．一般公共サービス移転支出 
13．公共安全移転支出 
14．教育移転支出 
15．社会保障・就業移転支出 
16．医療衛生移転支出 
17．農林水産移転支出 

25606.64

12295.73
4168.00

330.00
660.00

2375.68
770.22
75.00
80.00

108.00
140.14
353.00
385.10
32.00

352.90
929.29

1439.05
32.00
65.35

23679.03 

11319.89 
3918.00 

275.88 
547.79 

2362.66 
769.47 
50.00 
80.00 
―   

138.14 
348.00 
362.80 
23.93 

329.84 
893.56 

1201.82 
8.00 

10.00 

8.1

8.6
6.4

19.6
20.5
0.6
0.1
0.1

50.0
 ― 

1.4
1.4
6.1

33.7
7.0
4.0

19.7
300.0
553.5

（２）特定移転支出 
うち 一般公共サービス 

外交 
国防 
公共安全 
教育 

   科学技術 
   文化・スポーツ・メディア 
   社会保障・就業 
   医療・衛生 
   環境保護 

13310.91
125.75
―  
5.05

221.05
620.26
35.66

156.53
1835.23
1313.87
1357.62

12359.14 
134.14 

0.01 
4.84 

111.82 
520.21 
78.17 

165.98 
1640.48 
1205.64 
1113.90 

7.7
－6.3
― 
4.3

97.7
19.2

－54.4
－5.7
11.9
9.0

21.9
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   都市・農村コミュニティ 
   農林水産 
   交通運輸 
   資源探査・電力・情報等 
   商業・サービス業等 
   金融管理監督 
   地震災害復興 
   国土気象等 
   住宅保障 
   食用油・物資備蓄管理等 
   その他支出 

225.60
3391.64

830.45
263.68
650.66
14.00

737.08
204.93
616.00
296.80
409.05

91.72 
3182.55 
1109.53 
343.04 
462.26 
―   

839.39 
84.34 

524.13 
478.93 
268.06 

146.0
6.6

－25.2
－23.1

40.8
― 

－12.2
143.0
17.5

－38.0
52.6

Ⅱ．中央から地方への税収返還 

 増値税・消費税返還 
 所得税ベース返還 
石油製品税費用改革税収返還 
地方からの上納 

5004.36

3554.00
910.19

1531.10
－990.93

4942.27 

3440.00 
910.19 

1531.10 
－939.02 

1.3

3.3
0.0
0.0
5.5

合 計 30611.00 28621.30 7.0

（注）細目の名称は一部簡略化している。一般性移転支出のうち「農林水産移転支出」が、

2009年度は「村級公益事業一事一議奨励資金」と呼ばれていた。 
 
５．その他  

 2010年度から、上記の公共財政収支予算のほか、政府性基金予算（わが国の特
別会計予算に相当）、中央国有資本経営予算（わが国の独立行政法人及び公益法人

向け財政支出等に相当）を全人代に報告するとともに、社会保険基金予算を試み

に編成している。 
 このうち 2010 年度の地方政府性基金の収入は 1兆 6150 億元（2009 年度 1兆
5827.37 億元）であり、うち国有土地使用権譲渡収入が 1 兆 3655.17 億元（同 1
兆 3964.76億元）を占める。このうち 1兆 4214.12億元（同 1兆 2327.1億元）が
不動産開発・インフラ建設に回っている。 

（3月 23日記） 


